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契
約
は
、
契
約
当
事
者
間
の
信
用
を
基
礎
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
信
用
な
く
し
て
契
約
は
成
り
立
た
な
い
。
そ
し
て
、
契
約
は
、
信
用
を
基
礎
と
す
る
が
ゆ
え
に
、
た
と
え
ば
、
売
主
が
す
で
に
誰
か
に
売
却
し
た
物
を
さ
ら
に
他
の
者
に
売
却
す
る
こ
と
も
で
き
る
し
、
他
人
の
物
を
売
却
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
ま
た
、
取
引
当
時
ま
だ
存
在
し
な
い
も
の
を
売
却
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
し
か
し
、
そ
れ
に
よ
っ
て
将
来
債
権
の
譲
渡
と
契
約
の
譲
渡
（
遠
山
）
八
九
一
は
じ
め
に
二
議
論
状
況
二
）
多
数
説
（
二
）
少
数
説
（
三
）
民
法
（
債
権
法
）
改
正
検
討
委
員
会
の
改
正
提
案
三
契
約
が
譲
渡
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
将
来
債
権
譲
渡
の
有
効
性
は
じ
め
に
将
来
債
権
の
譲
渡
と
契
約
の
譲
渡四
い
く
つ
か
の
問
題
の
検
討
二
）
こ
れ
ま
で
の
議
論
、
と
り
わ
け
多
数
説
と
の
関
係
（
二
）
契
約
の
譲
受
人
の
悪
意
と
将
来
債
権
の
譲
受
人
の
不
利
益
（
三
）
債
権
の
移
転
時
期
の
議
論
と
の
関
係
五
お
わ
り
に
遠
山
純
弘
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法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
九
○
買主が実際に物や権利を取得することができるかは別な問題であり、当然のことながら、実際に同一物の所有権を二
人の者に移転することはできないし、他人の物を購入したところで、それによって買主がただちにその物の所有者と
なることはない。もちろん、買主が存在しない物や権利を取得することもない。
このように、契約当事者がその相手方に対してどのような形で信用を供与するとしても、それは、契約当事者間の
信用供与の問題であるから、契約当事者の自由であるが（契約自由の原則）、契約当事者の信用供与が現実の世界に
（１）
影響を及ぼすことはないし、契約当軍王日でない者に影響を及ぼすこともない（契約の相対効）。
もっとも、第三者がある契約当事者間でなされた信用供与に対してさらに信用を供与することは可能である。信用
を信用でつないでいく。信用の連鎖である。しかしながら、事は所詮信用の問題にすぎない。信用の連鎖がいくら積
み重なり、あたかもそれが現実の世界であるかのように錯覚されるとしても、それは、信用の世界の話であり、現実
の世界の話ではない。それゆえ、信用の連鎖の中で、あるとき突然誰かがこれは現実の世界ではないと言い出し、信
用の連鎖を断ち切ると、たちまち信用の世界は崩壊する。信用が崩壊した後の世界はどうなるのであろうか。われわ
れは、この問題を考えるための例に事欠かない。
このような事態に陥らないために、われわれは、信用の世界と現実の世界との区別に常に目を光らせるべきであり、
信用によって作り出されたバーチャルな世界において、何が現実であるかを慎重に見極めなければならない。そこで、
この問題を考えるために、以下では、将来債権が譲渡された後にその債権の発生原因たる契約が第三者に譲渡された
場合に、将来債権の譲渡はなお効力を有するか、という問題を取り上げよう。そして、そこにおいて如何に信用の世
界と現実の世界とが取り違えられているかを示そう。
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将来債権が譲渡された後にその債権の発生原因たる契約が第三者に譲渡された場合に、将来債権の譲渡はなお効力
を有するか。｝」の問題は、これまで主として、不動産の賃貸借契約において、賃貸人たる不動産所有者がそこから将
来発生する賃料債権を第三者に譲渡した後にさらに他の者に賃貸不動産の所有権を譲渡した場合に、賃料債権の譲受
（２）
人は、賃料債権の譲渡を賃貸不動産の譲受人に対抗することができるか、という問題として議論されてきた。
学説における多数説は、不動産賃料債権が差し押さえられた後に賃貸不動産に抵当権が設定された場合や賃貸不動
産の所有権が第三者に譲渡された場合における賃料債権の帰属の問題に関する判断枠組みから、将来発生する不動産
賃料債権が譲渡された後に賃貸不動産の所有権が第三者に譲渡された場合における賃料債権の帰属に関して、賃料債
（３）
権譲渡の対抗要件の具備と所有権譲渡の登記の先後によって賃料債権の帰属が決定されるとしている。
最高裁は、不動産賃料債権が差し押さえられた後に賃貸不動産に抵当権が設定された場合における賃料債権の帰属
（４）
に関して、次のように述べて、抵当権者による賃料債権に対する物上代位権の行使を否定している。
「一般債権者による債権の差押えの処分禁止効は差押命令の第三債務者への送達によって生ずるものであり、他方、
抵当権者が抵当権を第三者に対抗するには抵当権設定登記を経由することが必要であるから、債権について一般債権
者の差押えと抵当権者の物上代位権に基づく差押えが競合した場合には、両者の優劣は一般債権者の申立てによる差
将来俄梅の壊渡と契約の譲渡（遠山）
九一
二
議
論
状
況
（｜）多数説
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「自己の所有建物を他に賃貸している者が第三者に右建物を譲渡した場合には、特段の事情のない限り、賃貸人の
地位もこれに伴って右第三者に移転するが（最高裁昭和三五年（オ）第五九六号同三九年八月二八日第二小法廷判
決・民集一八巻七号一三五四頁参照）、建物所有者の債権者が賃料債権を差し押さえ、その効力が発生した後に、右
所有者が建物を他に譲渡し賃貸人の地位が譲受人に移転した場合には、右譲受人は、建物の賃料債権を取得した｝」と
を差押償権者に対抗することができないと解すべきである。けだし、建物の所有者を債務者とする賃料債権の差押え
により右所有者の建物自体の処分は妨げられないけれども、右差押えの効力は、差押債権者の債権及び執行費用の額
を限度として、建物所有者が将来収受すべき賃料に及んでいるから（民事執行法一五一条）、右建物を譲渡する行為
は、賃料債権の帰属の変更を伴う限りにおいて、将来における賃料債権の処分を禁止する差押えの効力に抵触すると
これによれば、賃料債権が差し押さえられた後に賃貸不動産に抵当権の設定を受けた者は、すでになされた差押え
（５）
の効力を甘受しなければならず、すでに賃料債権が差し押さえ・られた状態で抵当権の設定を受けるにすぎない。
また、とりわけ契約の譲渡との関連で言えば、最高裁は、不動産賃料債権が差し押さえられた後に賃貸不動産の所
有権が第三者に譲渡された場合における賃料債権の帰属に関して、以下のように述べて、賃貸不動産の譲受人による
（６）
賃料債権の取得を否定している。
いうべきだからである。」
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
九二
押命令の第一一一債務者への送達と抵当権設定登記の先後によって決せられ、右の差押命令の第三債務者への送達が抵当
権者の抵当権設定登記より先であれば、抵当権者は配当を受けることができない。」
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しかしながら、何故問題解決の出発点が差押えに関して形成された理論なのか。われわれの問題は、将来債権の譲
渡の効力にかかわる。より正確に言えば、将来債権が譲渡された後にその債権の発生原因たる契約が第三者に譲渡さ
れた場合における将来債権譲渡の効力が問題なのである。つまり、まずもって譲渡の理論が問題なのである。そうで
（畑）
あるならば、何故問題解決の出発点が譲渡の理論ではないのか。否、正確に二一口えば、多数説にとってもそれが問題で
ないわけではない。多数説にとって、将来の賃料債権の譲渡は、かりにその後賃貸不動産の所有権が第三者に譲渡さ
れ、賃料債権の発生原因たる賃貸借契約が賃貸不動産の譲受人に承継されたとしても有効なのであり、将来の賃料債
将
来
憤
橘
の
譲
渡
と
契
約
の
熟
渡
（
遺
山
）
九
三
と
な
る
。
不動産賃料債権が差し押さえられた後に賃貸不動産を譲り受けた者は、すでになされた差押えの効力を甘受しなけ
（７）（８）
ればならない。賃貸不動産を譲り受けた者、すなわち、旧賃貸人の契約上の地位を承継した者は、承継論における同
一性の観念に基づいて、旧賃貸人のもとでなされた差押えの効力を承継する。そして、この観念と、差押えと債権譲
渡とを同一視する観念とが融合するとき、賃貸不動産の譲受人は、賃貸不動産の譲渡以前に旧賃貸人がした賃料債権
（９）
の譲渡の効力をそのまま承継する、という観念が生み出されるのである。言い換えるならば、将来の賃料債権の譲渡
によって、この債権は、賃貸借契約から完全に排除されるのであり、それゆえ、賃貸不動産の譲受人、すなわち、賃
貸人たる地位の承継人は、賃料債権がすでに排除された賃貸借契約を承継するにすぎない。もちろん、賃料債権の譲
受人が賃料債権の譲渡について対抗要件を具備していない場合には、賃料債権の譲渡を賃貸不動産の譲受人に対抗す
ることができないから、この考え方によれば、賃料債権が譲渡された後に賃貸不動産が第三者に譲渡された場合にお
ける賃料債権の帰属は、結局のところ、賃料債権譲渡の対抗要件と賃貸不動産の所有権移転登記の先後で決すること
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「将来発生すべき債権を目的とする債権譲渡契約は、譲渡の目的とされる債権が特定されている限り、原則として
有
効
な
も
の
で
あ
る
（
最
高
裁
平
成
九
年
（
オ
）
第
二
一
九
号
同
一
一
年
一
月
二
九
日
第
三
小
法
廷
判
決
・
民
集
五
三
巻
一
号
一
五
一
頁
参照）。また、将来発生すべき債権を目的とする譲渡担保契約が締結された場合には、債権譲渡の効果の発生を留保
する特段の付款のない限り、譲渡担保の目的とされた債権は譲渡担保契約によって譲渡担保設定者から譲渡担保権者
に確定的に譲渡されているのであり、この場合において、譲渡担保の目的とされた債権が将来発生したときには、譲
渡担保権者は、譲渡担保設定者の特段の行為を要することなく当然に、当該債権を担保の目的で取得することができ
るものである。そして、前記の場合において、譲渡担保契約に係る債権の譲渡については、指名債権譲渡の対抗要件
（
民
法
四
六
七
条
二
項
）
の
方
法
に
よ
り
第
三
者
に
対
す
る
対
抗
要
件
を
具
備
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
（
最
高
裁
平
成
一
二
年
（受）第一九四号同一三年一一月二一一日第一小法廷判決・民集五五巻六号一○五六頁参照）。
以上のような将来発生すべき債権に係る譲渡担保権者の法的地位にかんがみれば、国税徴収法二四条六項の解釈に
おいては、国税の法定納期限等以前に、将来発生すべき債権を目的として、債権譲渡の効果の発生を留保する特段の
付款のない譲渡担保契約が締結され、その債権譲渡につき第三者に対する対抗要件が具備されていた場合には、譲渡
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
九四
権は、譲渡の時点において賃貸借契約から排除されているのである。
実際、最高裁は、将来債権の譲渡担保において譲渡担保の目的とされた債権が国税徴収法二四条六項における「国
税
の
法
定
納
期
限
等
以
前
に
譲
渡
担
保
財
産
と
な
っ
て
い
る
」
か
否
か
が
争
わ
れ
た
事
件
に
お
い
て
、
将
来
債
権
の
譲
渡
担
保
契
約
に
つ
い
て
、
譲
渡
担
保
の
目
的
と
さ
れ
た
債
権
は
譲
渡
担
保
契
約
に
よ
っ
て
譲
渡
担
保
設
定
者
か
ら
譲
渡
担
保
権
者
に
確
定
的
に
譲
渡
さ
れ
て
（、）
い
る
と
し
て
い
る
。
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結
局
、
多
数
説
に
と
っ
て
、
将
来
の
賃
料
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
賃
貸
不
動
産
の
所
有
権
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
、
賃
料
債
権
の
発
生
原
因
た
る
賃
貸
借
契
約
が
第
三
者
に
承
継
さ
れ
た
と
し
て
も
、
将
来
の
賃
料
債
権
の
譲
渡
そ
れ
自
体
は
有
効
な
の
で
あ
り
、
そ
れ
ゆ
え
、
賃
料
憤
権
は
、
そ
の
譲
渡
に
よ
っ
て
、
か
つ
、
譲
渡
の
時
点
に
お
い
て
賃
貸
借
契
約
か
ら
完
全
に
排
除
さ
れ
る
。
そ
の
結
果
、
賃
貸
不
動
産
の
譲
受
人
は
、
将
来
の
賃
料
債
権
が
す
で
に
排
除
さ
れ
た
賃
貸
借
契
約
を
承
継
す
る
に
す
ぎ
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
問
題
は
、
物
の
譲
渡
で
は
な
く
、
債
権
の
譲
渡
な
の
で
あ
る
。
債
権
は
、
今
日
、
そ
の
譲
渡
性
が
認
め
ら
れ
、
独
立
の
財
産
的
価
値
を
有
す
る
こ
と
が
承
認
さ
れ
て
い
る
と
し
て
も
、
そ
れ
で
も
な
お
、
そ
の
発
生
原
因
た
る
契
約
の
一
部
に
す
ぎ
ず
、
そ
れ
ゆ
え
、
契
約
か
ら
完
全
に
切
り
離
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
の
こ
と
は
、
将
来
債
権
だ
け
で
な
く
、
す
で
に
発
生
し
て
い
る
債
権
に
つ
い
て
も
当
て
は
ま
る
。
た
と
え
ば
、
債
権
が
譲
渡
さ
れ
、
そ
の
譲
渡
に
つ
き
対
抗
要
件
が
具
備
さ
れ
た
と
し
て
も
、
す
な
わ
ち
、
多
数
説
の
理
解
に
よ
れ
ば
、
譲
渡
債
権
は
、
そ
の
発
生
原
因
た
る
契
約
か
ら
完
全
に
排
除
さ
れ
て
い
る
と
し
て
も
、
債
権
の
譲
渡
後
に
債
権
の
譲
渡
人
の
不
履
行
に
よ
っ
て
譲
渡
債
権
の
発
生
原
因
た
る
契
約
が
解
除
さ
れ
れ
ば
、
債
権
の
譲
受
人
は
、
譲
渡
債
権
を
行
使
す
る
こ
と
は
で
き
（胆）
な
い
。
こ
の
よ
う
に
、
債
権
は
、
そ
の
譲
渡
に
つ
き
対
抗
要
件
が
具
備
さ
れ
た
と
し
て
も
、
そ
の
発
生
原
因
た
る
契
約
に
生
じ
た
事
情
に
よ
る
影
響
か
ら
逃
れ
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
う
で
あ
る
な
ら
ば
、
将
来
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
そ
の
債
権
の
発
生
原
因
た
る
契
約
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
た
場
合
に
将
来
債
権
の
譲
渡
が
な
お
効
力
を
有
す
る
か
、
と
い
う
問
題
を
検
討
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
ま
ず
も
っ
て
、
将
来
債
権
の
譲
渡
後
に
な
さ
れ
た
契
約
の
譲
渡
が
将
来
債
権
の
譲
渡
の
効
力
に
如
何
な
る
影
響
を
及
ぼ
す
か
、
と
い
う
こ
と
が
、
つ
ま
り
、
将
来
債
権
の
譲
渡
の
有
効
性
そ
の
も
の
が
問
題
と
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。
そ
の
点
で
は
、
将
来
の
賃
料
債
権
の
譲
渡
が
有
将
来
債
権
の
譲
渡
と
契
約
の
譲
渡
（
遠
山
）
九
五
担
保
の
目
的
と
さ
れ
た
債
権
が
国
税
の
法
定
納
期
限
等
の
到
来
後
に
発
生
し
た
と
し
て
も
、
当
該
債
権
は
、
「
国
税
の
法
定
納
期
限
等
以
前に譲渡担保財産となっている」ものに該当すると解するのが相当である。」
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「賃貸借契約における賃料債権とくに将来の賃料収取権というのは、将来の賃料の発生時期においても、自らが所有
「賃料債権は賃貸人の地位から発生し、賃貸人の地位は目的物の所有権に伴うものである。ゆえに、賃貸人であっ
た者も所有権を失うと、それに伴って賃貸人の地位を失い、それ以後の賃料債権を取得することができない。
そして、将来発生する賃料債権の譲渡は、譲渡の対象となった賃料債権を譲渡人が将来取得することを前提として
なされるものである。したがって、賃料債権の譲渡人がその譲渡後に目的物の所有権を失うと、譲渡人はそれ以後の
賃料債権を取得できないため、その譲渡は効力を生じないこととなる。」
これに対して、少数ながら、将来発生する賃料債権が譲渡された後に賃貸不動産の所有権が第三者に譲渡された場
合には、賃料債権の譲渡は効力を生じない、とする見解も主張されている。
たとえば、東京地裁平成四年四月二二日執行処分金法一一一一一一○号六五頁は、傍論ではあるが、以下のように述べて、
賃
料
債
権
の
譲
受
人
に
よ
る
賃
料
債
権
の
取
得
を
否
定
し
て
い
る
。
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
九
六
効であることを当然の前提に承継論の問題として問題を処理しようとする多数説のやり方は、問題のすり替えにほか
ならない。何故処分者は、一度も自己に帰属していない債権を処分することができるのであろうか。
（旧）
また、天野ふじ、次のように述べて、賃料債権の譲受人の賃料収取権を否定している。
（
二
）
少
数
説
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しかしながら、これらの見解は、その主張の適切さはひとまず措くとして、主張の重要な支えを不動産所有権の収
（旧）
益権能と結び付ける。その限りでは、少数説は、さしあたり賃貸不動産の所有権移転およびそれに伴う契約上の地位
の移転という特定の問題領域について語っているにすぎない。そのため、少数説の考え方を所有権の移転とは関係の
将来債権の譲渡と契約の譲渡（遠山）
九
七
「弁済期末到来の質料債権の包括差押え・譲渡（以下「譲渡担保権設定」も含む）・質権設定などは可能ではあるが、
賃貸不動産本体の物権的処分および強制管理（民事執行法九三条～二一条）があるときは、後者が優先すべきで、
後
者
に
は
対
抗
し
え
な
い
と
解
す
べ
き
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
弁
済
期
末
到
来
の
賃
料
債
権
の
包
括
的
差
押
え
・
譲
渡
・
質
権
設
定
な
ど
がなされても、それらは賃貸不動産の所有者に変動がない限りで効力があり、賃貸不動産本体が第三者に譲渡（以下
「賃貸不動産本体の競売による売却・譲渡担保権設定」を含む）された場合には、賃貸不動産の譲受人（以下「競売
における買受人」を含む）には効力を主張しえないと解すべきである」。
同様に、生熊も、賃貸不動産の所有者に変動があった場合には、賃料債権の譲受人は、譲渡の効力を賃貸不動産の
（Ｍ）
譲受人に主張し》えないとしている。
権（ないしは所有権に由来する適法に賃貸できる権限）を有していることを条件とする権能と考えられるから、いっ
たん将来の賃料債権を譲渡していても、譲渡人が具体的な賃料の発生時期までに源である所有権そのものを、他への
不動産売買により失ってしまったときは、条件が成就しなかった結果となり、賃料の譲受人は、原則として不動産所
有権移転時期以後における賃料収取権を失う（得られない）結果となる」。
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われわれの問題との関連で注目すべきは、〈二〉であるが、おおよそ多数説の継承である。否、それは正確ではな
い。これまでの議論は、将来の賃料債権の譲渡と賃貸不動産の譲渡が問題ではなかったのか。民法（債権法）改正検
討委員会は、将来の賃料債権の譲渡と賃貸不動産の譲渡という問題を超えて、将来債権の譲渡と契約上の地位の移転
（旧）
という問題に一般化するのである。提案要旨は次のように説いている。
【三・一・四・○二】（将来債権の譲渡）
（灯）
〈｜〉将来発生すべき債権（以下、将来債権という）についても、譲渡することができ、【一二・一・四・○四】に
従
っ
て
対
抗
要
件
を
備
え
る
こ
と
が
で
き
る
旨
の
規
定
を
置
く
こ
と
と
す
る
。
〈二〉将来債権が譲渡された場合には、その後、当該将来債権を生じさせる譲渡人の契約上の地位を承継した者に
対しても、その譲渡の効力を対抗することができる。
このように、将来の賃料債権が譲渡された後に賃貸不動産の所有権が第三者に譲渡された場合における賃料債権の
帰属に関しては争いがあるが、近時、民法（債権法）改正検討委員会は、債権法の改正提案として以下のような提案
（胴）
をした。
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
ない契約の譲渡という問題に一般化することができるかは、なお慎重に検討しなければならない。
（三）民法（債権法）改正検討委員会の改正提案
九八
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しかしながら、提案要旨において語られているのは、将来の賃料債権の譲渡と賃貸不動産の所有権譲渡の問題では
ないのか。何故この議論が将来債権の譲渡と契約上の地位の移転という問題に一般化されるのであろうか。また、提
案要旨は、同一性の観念を持ち出すが、それは、将来債権の譲渡が有効であるならば、の話である。そもそも将来債
権の譲渡は、その譲渡後に譲渡債権の発生原因たる契約が第三者に譲渡された場合であってもなお有効なのか。提案
要旨は、この点についても明確な説明をしていない。否、それが有効であることは、すでに見た多数説と同じく、当
然の前提とされているのである。その限りでは、すでに多数説に対して述べたことがここでも当てはまる。残念なが
ら、民法（債権法）改正検討委員会も、多数説と同じく、問題を適切に捉えていないのである。何故処分者は、一度
も
自
己
に
帰
属
し
な
い
債
権
を
処
分
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
将
来
価
権
の
譲
渡
と
契
約
の
譲
渡
（
遠
山
）
九
九
承継論における同一性の観念が持ち出される。質料債権は、その譲渡によって、すでに処分されており、承継論に
おける同一性の観念に基づいて、賃貸不動産の譲受人である賃貸人たる地位の承継人は、すでに賃料債権が処分され
た状態で賃貸人たる地位を承継するというわけである。譲渡された賃料債権は、完全に賃貸借契約から排除されてい
るのである。
「賃借権が対抗力を具備している場合に、賃貸不動産の所有権移転に伴い賃貸人が旧所有者から新所有者に交代し
たときは、従前の賃貸借契約が同一性を保持したまま賃貸人が入れ替わる（賃貸人の地位の移転）と解されているか
ら、新所有者Ⅱ新賃貸人の下で発生する賃料債権についても、譲渡対象に含まれると考えられる。新所有者としても、
旧所有者Ⅱ旧賃貸人Ⅱ債権譲渡人の地位を承継する以上、賃料債権が旧賃貸人によって譲渡済みであることを覚悟す
べきである。」
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突然譲渡人の処分権が問題とされる。譲渡人が債権を処分するためには、その債権につき処分権を有することが前
提となる、否、「当然の事理」なのである。そうであるならば、何故賃貸不動産の旧賃貸人がした将来の賃料債権の
譲
渡
が
有
効
な
の
か
。
判
例
・
通
説
に
よ
れ
ば
、
賃
貸
不
動
産
の
所
有
権
が
譲
渡
さ
れ
た
場
合
に
は
、
賃
貸
人
た
る
地
位
も
そ
れ
に
伴
っ
て移転する。これによれば、賃貸不動産の所有権が譲渡された後は、賃貸人たる地位は、賃貸不動産の譲受人に承継
されるから、賃料債権は、賃貸不動産の譲受人たる新所有者に帰属する。そのため、賃貸不動産の所有権が譲渡され
た後は、賃貸不動産の譲渡人たる旧賃貸人は、賃料債権の処分権を有しない。それゆえ、賃料債権の譲渡人の処分権
に
つ
い
て
語
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
、
せ
い
ぜ
い
賃
貸
不
動
産
の
所
有
権
が
譲
渡
さ
れ
る
ま
で
、
す
な
わ
ち
、
賃
貸
人
た
る
地
位
が
賃
貸
不動産の新所有者に承継されるまでである。それにもかかわらず、旧賃貸人がした将来の賃料債権の譲渡が、賃貸不
動産の所有権が譲渡され、賃貸借契約が賃貸不動産の譲受人に承継された後においてもなお有効であるとするならば、
処分者は、将来債権の譲渡時において将来債権についての処分権を有すればよいということになる。もっとも、これ
によれば、たとえば、債務者（賃借人）不特定の将来の賃料債権が譲渡された後に賃貸不動産の所有権が譲渡され、
「将来債権譲渡の場合であっても、譲渡人は、自身に処分権のある将来債権を譲渡することができるだけで、第三
者のもとで生じた債権については、基本的に譲渡の効力が及ばないということ、第三者が譲渡人の契約上の地位を承
継した者である場合には、当該譲渡の効力を当該第三者に対抗することができることを明らかにする。処分権のない
債権を譲渡しても譲渡の効力が生じないことは、いわば当然の事理である。」
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
（旧）
もっとも、提案要』日は、興味深いことに、債権の処分権について次のように述べている。
一○○
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将来債権が譲渡された後にその債権の発生原因たる契約が第三者に譲渡された場合に、将来債権の譲渡はなお効力
（皿）
を有するか。われわれは、この問題に対する解決をフォン・トゥール（シロロ【のｍゆく。□弓目『）に見ることができる。
彼によれば、たしかに、債権や債務関係が多重譲渡された場合には、優先原則（勺国・昌讐、、日且、Ｐ旨）が当てはま
り
、
先
に
な
さ
れ
た
譲
渡
が
後
に
な
さ
れ
た
譲
渡
に
優
先
す
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ
は
、
将
来
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
そ
の
債
権
の発生原因たる債務関係全体が第三者に移転した場合には当てはまらない。なぜなら、将来債権の譲渡の有効性は、
その債権が発生するところの債務関係が譲渡人のもとにとどまるということに依存するからである。つまり、将来債
権の譲受人は、譲渡債権が、譲渡がなければ譲渡人のもとで発生した限りにおいて、譲渡債権を取得することができ
る。言い換えるならば、処分者は、処分がなければ、権利の帰属主体であった（□の『く閂曽、：：：口のＳの
（艶）
くの円蔑、目頭の：｝の亘已の、詞のｃ頁の②、の三・ａのニョ宵の．）、ということが処分の有効性の論理的な前提なのである。それゅ
将
来
債
権
の
譲
渡
と
契
約
の
譲
渡
（
遠
山
）
一○一
賃貸不動産の新所有者が新たな賃借人との間で賃貸借契約を締結した場合にも、そこから生ずる賃料債権は、旧賃貸
（釦）
人がした処分に服することになろう。しかしながら、民法（債権法）改正検討委員会は、明らかにこれを否定する。
ド
グ
マ
ー
テ
ィ
ク
は
混
乱
で
あ
る
。
何
人
も
自
己
に
帰
属
し
な
い
権
利
を
処
分
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
す
る
な
ら
ば
、
何
故
将
来
の
賃料債権が譲渡された後に賃貸不動産の所有権が第三者に譲渡され、賃貸人たる地位が賃貸不動産の譲受人に承継さ
れたＩそれゆえ、賃貸不動産の譲渡人は賃料債権の処分権を失っている’にもかかわらず、将来債権の譲渡は、なお
有効なのであろうか。
三
契
約
が
譲
渡
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
将
来
債
権
譲
渡
の
有
効
性
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もちろん、処分者は自己に処分権のない権利を処分することができない、という観念は、何もドイツ法に限ったこ
（鉛）
とではなく、明文の規定こそないものの、わが民法の処分理論の基礎にある。これは、まさに民法（債権法）改正検
（幻）
討委員今云が適切に承認しているように、「当然の事理」なのである。そうであるならば、その論理的な帰結として、
処分者は、かりに処分がなければ、処分された権利の帰属主体でなければならない。しかしながら、将来債権の発生
原因たる契約が譲渡された後は、将来債権の譲渡人は、かりに将来債権の譲渡がなかったとしても、もはやその債権
その後も、ドイツ連邦通常裁判所は、将来債権の発生原因たる法律関係が債権の発生以前に終了したり、第三者に
（別）
移転したりした場〈ロには、将来債権の譲渡は効力を有しないと繰り返し述べたし、学説も、その理由づけは必ずしも
明らかではないが、判例を支持し、債権が発生しない場合や、それが譲渡人に帰属しないときは、将来債権の譲渡は
（魂）
効
力
を
有
し
な
い
と
し
て
い
る
。
「将来債権の譲渡は、譲渡された償権が実際に発生する場合に、かつ、その限りにおいて初めて有効である。それ
ゆえ、将来債権が譲渡されたが、その債権の発生原因たる契約が債権の発生前に終了し、あるいは、譲渡人が契約引
受によって契約から排除されるときは、譲渡人によってなされた将来債権の譲渡は効力を有しない。」
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
一○こ
え、将来債権が譲渡された後にその債権の発生原因たる債務関係全体が第三者に移転した場合には、将来債権の譲渡
は効力を有しないのである。
ドイツ連邦通常裁判所も、将来発生すべき売買代金請求権が譲渡された後に売買代金請求権の発生原因たる売買契
（羽）
約が第一二者に移転した事案において、将来債権の譲渡は効力を有しないとしている。
Hosei University Repository
こ
の
よ
う
に
、
将
来
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
そ
の
債
権
の
発
生
原
因
た
る
契
約
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
た
場
合
に
は
、
将
来
債
権
の
譲
渡
は
効
力
を
有
し
な
い
。
そ
れ
で
も
な
お
、
こ
の
観
念
で
は
う
ま
く
い
か
な
い
利
益
状
況
は
存
在
す
る
。
も
ち
ろ
ん
、
法
学
に
お
い
て
ただ一つの概念や観念しか存在しないわけではなく、無数の概念や観念が存在する。そして、これらの概念や観念の
せ
め
ぎ
合
い
の
中
で
解
決
が
模
索
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
そ
の
結
果
、
あ
る
概
念
や
観
念
が
時
に
排
除
さ
れ
た
り
制
限
さ
れ
た
り
す
る
の
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
、
将
来
の
賃
料
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
賃
貸
不
動
産
の
所
有
権
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
た
場
合
に
つ
い
て
賃
料
債
権
（羽）
の
譲
渡
の
有
効
性
を
承
認
す
る
こ
と
が
右
の
観
念
に
よ
っ
て
た
だ
ち
に
否
定
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
の
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
将
来
の
賃
料債権が譲渡された後に賃貸不動産の所有権が第三者に譲渡された場合について、かりに賃料債権の譲渡の有効性を
承
認
す
る
と
し
て
も
、
多
数
説
の
よ
う
に
、
将
来
の
賃
料
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
賃
貸
不
動
産
の
所
有
権
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
た
場
（釦）
ムロについて一般的に賃料債権譲渡の有効性を承認しうるかはなお慎重に検討すべきであろう。
い
ず
れ
に
せ
よ
、
将
来
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
そ
の
債
権
の
発
生
原
因
た
る
契
約
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
将
来
債
権
譲
渡
の
効
力
を
将
来
の
賃
料
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
賃
貸
不
動
産
の
所
有
権
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
た
事
案
に
関
す
る
議
論
か
ら
た
将
来
債
梅
の
瀬
渡
と
契
約
の
瀬
渡
（
遠
山
）
一○三
の帰属主体にはならない。それゆえ、将来債権が譲渡された後にその債権の発生原因たる契約が第三者に譲渡された
（配）
場△ロには、将来債権の譲渡は効力を有しないのである。
四
い
く
つ
か
の
問
題
の
検
討
（
二
こ
れ
ま
で
の
議
論
、
と
り
わ
け
多
数
税
と
の
関
係
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最後に、本稿における直接の問題ではないが、譲渡人への債権の帰属という問題と関連して、債権の移転時期に関
す
る
議
論
と
の
関
係
に
つ
い
て
触
れ
て
お
こ
う
。
すでに述べたように、将来債権が譲渡された後にその債権の発生原因たる契約が第三者に譲渡された場合には、債
権は、契約の譲受人に帰属し、かりに将来債権が譲渡されなかったとしても譲渡人には帰属しないから、すでになさ
れた将来債権の譲渡は効力を有しない。しかしながら、ここから、通常の将来債権の譲渡、すなわち、債権の譲渡人
（別）
将来債権の譲渡が無効となるのは、当然のことながら、契約の譲渡が有効な場合だけである。これに対して、契約
（躯）
の譲受人が将来債権の譲渡を知っていたか否かは、将来債権譲渡の効力に，こって重要ではない。われわれの問題は、
処分権の問題にかかわる。それゆえ、かりに契約の譲受人が将来債権の譲渡を知っていたとしても、それによって存
（鋼）
在
し
な
い
処
分
権
が
存
在
す
る
こ
と
に
は
な
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。
ところで、将来償権の譲渡が効力を有しないとするならば、将来債権の譲受人は不利益を被ることとなる。もちろ
ん、われわれの問題は、処分権の問題にかかわるのであるから、この不利益の故に反対の結論がとられるべきではな
い。将来債櫓の譲受人が被る不利益は、債権の譲渡人との関係において処理されるべきである。なぜなら、将来債権
の譲受人は、その譲渡人に対して信用を供与したからである。
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だちに演鐸する民法（債権法）改正検討委員会のやり方は誤りである。
（三）債権の移転時期の議論との関係
（二）契約の譲受人の悪意と将来債権の譲受人の不利益
一○四
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信
用
の
世
界
で
は
、
存
在
し
な
い
権
利
や
自
己
に
帰
属
し
な
い
権
利
を
譲
渡
と
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
が
、
そ
れ
は
あ
く
ま
で
信
用
の
世
界
た
る
契
約
法
の
レ
ベ
ル
で
の
話
で
あ
る
。
現
実
の
世
界
で
は
、
そ
う
は
い
か
な
い
。
存
在
し
な
い
権
利
を
譲
渡
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
し
、
自
己
に
帰
属
し
な
い
権
利
を
譲
渡
す
る
こ
と
も
で
き
な
い
。
こ
れ
は
、
「
当
然
の
事
理
」
な
の
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
債
権
の
流
動
化
の
観
念
と
あ
い
ま
っ
て
、
債
権
取
引
に
お
け
る
信
用
は
、
こ
の
「
当
然
の
事
理
」
さ
え
覆
い
隠
そ
う
と
し
て
い
る
。
民
法
（
債
権
法
）
改
正
検
討
委
員
会
は
、
将
来
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
そ
の
債
権
の
発
生
原
因
た
る
契
約
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
た
場
合
で
将
来
債
権
の
譲
渡
と
契
約
の
譲
渡
（
遠
山
）
一○五
と譲受人との二当事者間における将来債権の譲渡について、債権は、その発生時にいったんその譲渡人に帰属し、そ
れが譲受人に移転する、と考えられるべきではない。
た
し
か
に
、
す
で
に
発
生
し
て
い
る
債
権
の
譲
渡
に
お
い
て
は
、
債
権
は
、
そ
の
譲
渡
人
に
帰
属
し
、
譲
渡
に
よ
っ
て
譲
受
人
に
移
転
す
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
フ
ォ
ン
・
ト
ゥ
ー
ル
が
述
べ
る
よ
う
に
、
将
来
債
権
の
譲
渡
は
、
す
で
に
発
生
し
て
い
る
債
権
の
譲
渡
と
は
異
〈鋼）
な
る
。
将
来
債
権
の
譲
渡
に
お
い
て
は
、
譲
渡
人
は
、
一
度
た
り
と
も
債
権
の
帰
属
主
体
、
す
な
わ
ち
、
債
権
者
に
は
な
ら
な
い
。
債
権
は
、
譲
渡
の
時
点
で
は
譲
渡
人
に
帰
属
し
て
い
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
債
権
は
、
ま
だ
発
生
し
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
、
債
権
の
発
生
の
時
点
に
お
い
て
も
譲
渡
人
に
は
債
権
は
帰
属
し
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
債
権
は
、
そ
の
発
生
原
因
た
る
事
実
が
発
生
し
た
な
ら
ば
、
譲
渡
に
基
づ
い
て
、
譲
渡
人
の
も
と
で
は
な
く
、
譲
受
人
の
も
と
で
発
生
す
る
か
ら
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
将
来
債
権
の
譲
渡
人
は
、
厳
密
に言えば、債権者ではなく、諌渡がなければ、債権者になっていた者（：『》ョの｝島国の」晋亘、の円、の箸・ａ自己野の）
（銅）
に
す
ぎ
な
い
の
で
あ
る
。
五
お
わ
り
に
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一○六
あっても、将来債権の譲受人は、契約上の地位の承継人に対して、その譲渡の効力を対抗することができるとする。
しかも、それを法律に導入しようというのである。将来債権の譲渡人は、自己に帰属しない債権すら有効に処分する
（錨）
ことができる。法律は大混乱である。相矛盾する二つの観念が法律の中に存在することとなるのである。
（３）松岡久和「賃料償権と賃貸不動産の関係についての一考察Ｉ将来の賃料債権の処分によって所有権は「塩漬け一されるかｌ」佐藤
進・齊藤修編集代表『現代民事法学の理論上巻ｌ西原道雄先生古稀記念－」（信山社、二○○一年）六五頁。さらに、不動産セミナー
「不動産賃料債権の帰属（２）」『ジュリ』’三四六号（一一○○七年）五九’六○頁、六三頁以下における議論も参照。
（４）般判平成一○年三月二六日民巣五一一巻二号四八三頁。
（５）学説の多数説も、この判例の結論を支持している（それについて、生熊長幸「判批」星野英一・平井宜雄・能見善久編「別冊ジュ
リスト民法判例百選Ｉ総則・物権［第五版新法対応補正版］』（有斐閣、二○○五年）一八七頁を参照）。
（６）鍛判平成一○年三月二四日民築五二巻二号三九九頁。
（７）学説の多数説も、この判例の結論を支持している（それについて、内山衛次「判批」『平成一○年度重要判例解説」（有斐閣、’九
（１）しかしながら、驚くべきことに、売買契約それ自体は、信用供与にすぎないにもかかわらず、判例・通説は、特定物を目的とする
売買においては、所有梅の移転について別段の合意がないかぎり、売買目的物の所有権は、売買契約によって、直ちに買主に移転する
としている（最判昭和三三年六月二○日民築一一一巻一○号一五八五頁）。
（２）議論の素材が不動産賃貸借であるだけに、われわれの問題、すなわち、将来債梅が譲渡された後にその価権の発生原因たる契約が
第三者に譲渡された場合における将来債権の譲渡の効力という問題を考えるに当たっては、十分に注意しなければならない。なぜなら、
そもそも賃貸不動産の所有権の鍍渡に伴う賃貸人の地位の移転を賃貸借契約の麹渡と同視しうるかについて議論があるからである（そ
れについて、たとえば、不動産セミナー「不動産賃料債権の帰属（１）」『ジニリ』一三四五号（二○○七年）五三頁以下における議論
を参照）。とはいえ、さしあたりこの問題に関する限り、判例（般判昭和三九年八月一一八日民集一八巻七号一三五四頁）・通説（福富哲
也「平成一一年度主要民事判例解説」『判夕」一○三六号（二○○○年）二九○頁などを参照）は、賃貸借の目的となった建物の所有
権が移転した場合には、特段の事情のない限り、建物の賃貸借関係は、新所有者と賃借人との間に移り、新所有者は、賃貸人の地位を
承継すると解している。
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九九年）一三四頁を参照）。
（８）これまで判例は、差押えと価権譲渡とを同視してきたとされている（それについて、平井宜雄「債権総論〔第２版〕」（弘文堂、二
○○七年）一一三一一頁、近江幸治『民法講義Ⅳ債権総論〔第３版補訂〕」（成文堂、二○○九年）一一一六一頁、三六八頁などを参照）。ま
た、学説においても、差押えと償権譲渡とを同視するものが見られる（我妻栄『新訂憤権総論』（岩波轡店、一九九一年）三三三’四
頁、平井・前掲轡二一一一二’一一一頁など）。
（９）これに反対して、最判平成一○年一月三○日民集五二巻一号一頁が持ち出されるべきではない。この判決によれば、債権譲渡がな
された後においても、抵当権者は、なお賃料債権を差し押さえて物上代位梅を行使することができる。しかしながら、この判決は、抵
当権の設定登記がなされた後に賃料償権が譲渡された事案に関するものであり、その限りでは、賃料価権が差し押さえられた後に抵当
樅が設定された前出最判平成一○年三月二六日とは、状況が異なる。
（皿）多数説は、すでに述べたように、差押えの事案における賃料侭権の帰属に関する判断枠組みから将来俄樋譲渡の事案における賃料
債権の帰属を判断する。しかしながら、そもそも差押えと債権譲渡は同じなのか。この点に関して、たとえば、差押えと債権譲渡とが
同視されている例としてしばしば取り上げられる相殺の問題について言えば、たしかに、最判昭和五○年一二月八日民集二九巻一一号
一八六四頁は、受働償権たる鏑渡償権の弁済期が債務者の譲渡人に対して有する自働債権のそれよりも先に到来する場合においても価
務者による相殺を認めており、弁済期の先後関係を問わずに相殺を認める点では、差押えに関する最大判昭和四五年六月二四日民集二
四巻六号五八七頁と一致する。しかしながら、五○年判決の事案は、かなり特殊な事案にかかわるものであり、五○年判決の結論は、
そ
の
よ
う
な
事
案
の
特
殊
性
を
考
慮
し
て
認
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
（
そ
れ
に
つ
い
て
、
拙
著
「
俄
横
譲
渡
の
通
知
・
承
諾
の
効
果
（
ご
ｌ
特
に
契
約
憤
梅
の譲渡について（民法四六八条二項）Ｉ」『商学討究』五四巻四号（二○○四年）二二○頁を参照）。それゆえ、五○年判決は、差押え
と
俄
栂
譲
渡
と
を
同
視
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
四
五
年
判
決
と
同
じ
結
論
に
至
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
ま
た
、
相
殺
の
問
題
に
つ
い
て
、
差
押
え
と
債
権
錬
渡とを同視することは、そもそも失敗した考え方である。なぜなら、差押えと異なって、債権譲渡においては、譲渡によって相殺の要
件たる債権の対立がなくなるのであり、それゆえ、債権譲渡と相殺の問題においては、債権の譲渡によって相殺の要件である債梅の対
立がなくなったにもかかわらず、債権譲渡における同一性の観念や価務者保護の観念から、どこまで相殺を認めうるか、ということが
問題なのである。その点では、債権の対立という相殺の要件に影響を及ぼさない差押えの問題とは状況が異なる。
このように、差押えと債権譲渡とを同視することが必ずしも成功ではないとするならば、われわれの問題が譲渡の効力にかかわる以
上
、
問
題
の
解
決
は
、
ま
ず
も
っ
て
譲
渡
の
理
論
か
ら
出
発
す
べ
き
で
あ
る
。
（ｕ）最判平成一九年一一月一五日民集六一巻一号一一四三頁。もっとも、この判決は、最高裁自身が明示しているように、国税徴収法二四
将
来
債
楢
の
譲
渡
と
契
約
の
額
渡
（
遠
山
）
一○七
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（肥）なお、以下の改正提案については、民法（悩権法）改正検討委員会編『詳解債権法改正の基本方針Ⅲｌ契約および憤梅一般（２）」
（商事法務、二○○九年）二七二頁を参照。
（Ⅳ）以下の提案について、民法（債権法）改正検討委員会編・前掲轡注（脇）二八八頁を参照。
【三・一・四・○四】（債権譲渡における債務者以外の第三者に対する対抗要件）
〈一〉金銭債権の譲渡は、これについて債権譲渡の登記をしなければ、債務者以外の第三者に対抗することができない。
〈二〉非金銭償権の譲渡は、その譲渡契約轡に確定日付を得なければ、償務者以外の第三者に対抗することができない。
＊金銭個梅譲渡の対抗要件を登記に一元化することが、そのコストや手続へのバリアのゆえに困難であると判断された場合には、当
然に現行制度に戻るのではなく、新たな制度についてさらに検討することが必要である。
（旧）民法（償権法）改正検討委員会編・前掲轡注（焔）二七七頁。
（
旧
）
民
法
（
債
梅
法
）
改
正
検
討
委
員
会
編
・
前
掲
轡
注
（
肥
）
二
七
九
頁
。
（別）民法（債権法）改正検討委員会編・前掲轡注（肥）二七九頁。なお、このような理解も、従来の多数説を継承するものである（そ
れについて、鎌田薫ほか「〔座談会〕動産・債梅趨渡担保における公示制度の整備」『ジュリ』一二八三号（二○○五年）三五頁（鎌田
薫発言）、不動産セミナー「不動産質料債構の帰属（２）」注（３）六四頁以下、西村あさひ法律事務所編染『新しいファイナンス手
法』（きんざい、二○○八年）一六八頁（上野正裕執筆）を参照）。
（Ⅲ）ぐ・弓巨胃・□の『少胃］ぬのＢの旨の弓の一一」の、Ｃのｇ⑩呂目、胃、の『一一◎ずの。勾円冨印・国二・旨．（□の『｝ご〕一℃』①）・の・圏』》』の厨・ロ曾尹一一ｍのョの旨のＢの一一二のの
（旧）それについて、松岡・前掲論文注（３）八二頁、不動産セミナー「不動産質料債樋の帰属（２）」注（３）六一頁における松岡発
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
一○八
条六項の解釈にかかわるものであり（増田稔「時の判例」『ジュリ』一一一一四○号（二○○七年）一○二頁など）、この判決の結論が民法
上の将来憤権譲渡における債権の移転時期の議論にただちに一般化されるものではない。
（⑫）判例・通説は、個権譲渡の通知・承諾の時点においてすでに鎮渡人の憤務不履行が生じている場合はもちろん、侭権譲渡の通知・
承諾後における譲渡人の債務不履行を理由として契約を解除することもできるとしている（それについて詳しくは、拙著・前掲論文注
（皿）二○八頁以下を参照）。
（旧）天野勝介「物上代位梅の行使（２）ｌ物上代位横と他の梅利の競合」『金法」一五一○号（一九九八年）六七頁。
（皿）生熊長幸「将来にわたる質料債権の包括的差押え・譲渡と抵当権者による物上代位（下）」『金法」一六○九号（二○○一年）二九
言を参照。
頁
◎
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（型）、の四三｛］三］垣匿・乞厚』ｇ『》題べつ・
（躯）恩一目号へ。『旨のすの愚『六○日目の貝閏目ョぎ『、の『］】ｓｇｏの、の冨ワニｓ・＄・尹昌．．（冨冒Ｃ言宮・ｇＳ）》題罠勾目『・巨引ニニゴ○房。Ｂ目、
幻。〔ず》ごロロの二のこの『宍。日日のご富司蜘ニヨ塵冒・囚のユ】○ずのゴロの⑩⑦属す戸○戸ロユ・』。、○一Ｅ一色『のらず（シ一一ｍの日の日の『弓の一一一謡屡］‐←単Ｐｍ・尹巨｛一・や
（富目呂のＰｇヨ）・留冨・再含『．ご》三○月へのｓの旨ご頤も○ｍｍの］の、Ｐ、．○・．め・巴』〔・》因自］ケの侭の亘勾○号へ因・云の『【○目已目白『目目国辱『、の円‐
一一句云の口○の⑭。盾巨ロ戸田・［・噛・シ民・・（三目の云目ｇヨ）・淫冨》両目村・＄．これに対して、この場合にも優先原則（勺１．１威厨、『目ＱｍｇＮ）
が当てはまるとするものとして、Ｓのケョ：Ｐ雲鈩宮門の目。頭ご○ロぐ②『一己鷺国電》一目Ｃ２←眈呂のＥａの⑫『⑦［の国冨目ョ曰・旨冒・息←】Ｃｇ－の二
尻。宮碩『畏凌『宛○○百一⑩ぐの弓、一の一○三宮ロｍ・切昌←『』園のＮニヨ⑬ご円、臼・一】ロケのロ幻の○声［》（日二ご冒碩のゴ》］爵。）やめ．』①』、⑫卯で｝ので⑦『・くの鼻国頭⑩二ケの『口⑩盲己の
宮口」くの『尊いｍめす。一一ユニ・田口宛一の一○すの旨、昌一『■頭目『缶の声門のこ○曰くの『ヰ色、いく。『営巴日】⑪．（【。－口・］⑫ｇ）．、」『凶・
（妬）この観念は、しばしば別な形で表現され、たとえば、無権利者からの譲受人は、原則として権利を取得しえないとか、他人物の買
主は売買目的物の所有権を取得することができない、という形で表現されている。
（”）民法（債権法）改正検討委員会編．前掲轡注（旧）二七九頁。’○九
（躯）ドイツ民法とわが民法の債権鍍渡制度の違いは、この結論にとって重要ではない。すなわち、ドイツ法は、わが国の債楢譲渡法と
異なって、譲渡契約のみで債権移転の効果を生じ、そのため、対抗要件制度を有するわが国とは状況が異なるということは言われない。
なぜなら、そもそも対抗要件は、譲渡行為それ自体が有効であることを前提とし、対抗要件の具備が譲渡行為を有効とするわけではな
いからである。そして、われわれの問題は、まさに将来俄梅の瓢渡の有効性それ自体にある。
（羽）ドイツ法においては、すでに述べたように、将来債樋が譲渡された後にその債権の発生原因たる契約が第三者に移転した場合には、
将来債権の譲渡は契約の譲受人に対して効力を有しないとされているにもかかわらず、実際上の必要性から、限定的にではあるが、将
来の賃料償権が譲渡された後に賃貸不動産の所有権が第三者に譲渡された場合に、例外的に将来の賃料慨権譲渡の有効性が認められて
いる（ドイツ民法五六六条ｂ、旧五七一一一条）（それについて、国○函ｚ三二］垣置》金塑菖・弓巨冒》シ、｛ご》図・閂・の・愚」且の『⑫．シ臼田・閂ロ】．ｍ・
患四・を参照）。また、山野目も、賃貸不動産・不動産の賃料償権に特殊性があり、将来債権の処分の一般論と、あまり引き付けて議論
しないほうがよいとしている（不動産セミナー「不動産賃料債権の帰属（２）」注（３）六三頁（山野目章夫発言））。
将
来
悩
樋
の
頚
渡
と
契
約
の
譲
渡
（
遠
山
）
（蛆）ｍＣ函夛「三［』召喚や盆垣．
□の巨富○声の己、二局頤のユーロゴの弓岸自宮←的・因二・臣』・匹陣一戸Ｐ（ごロ■ロゲの口巨ロユ缶の一己凶、。］＠屋）。、．⑭垣⑬．
（皿）ご・弓■す円・底ぐの『富、二回函ご房『斤働口帛昼碩の訂。この司巨口頭のロゴ・ロ白日ｇ』》ｍ・烏ロム圏『・一二の『③マン曰因□・目へ】ごｍ・患砲一三○『『への＆の弩三ご函へ
勺○ぬ函の一の『ごｍ巨歸愚⑪、一○口のご》西・尹巨二・・（日毎三口頭の。》］患②）三画］画｛，
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（狐）ご・色ご豈可》己（】日＆』｜め・含黒・
（
銅
）
だ
か
ら
こ
そ
、
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
将
来
債
権
が
譲
渡
さ
れ
た
後
に
そ
の
債
権
の
発
生
原
因
た
る
契
約
が
第
三
者
に
譲
渡
さ
れ
た
場
合
に
将
来
価
権
の
譲
渡
が
有
効
で
あ
る
た
め
に
、
処
分
者
が
処
分
権
を
有
し
て
い
る
こ
と
ま
で
は
必
要
と
さ
れ
ず
、
処
分
が
な
け
れ
ば
、
権
利
の
帰
属
主
体
に
な
っ
て
い
た
（□円く①『震、の己の（）旨のｓのくの『『局目阻め：］の丙且の、幻の呂冨唾、。三Ｃａのゴー宵の．）ことだけが要求されるのである（三○月へのロゴの菩冒館へ
勺○ｍｍの’９・の．四・○・一ｍ’巴隠・）。
（銅）なお、民法（憤権法）改正検討委員会は、【三・四・一・○二】〈二〉は、「将来債権譲渡の場合であっても、譲渡人は、自身に処
分
権
の
あ
る
将
来
債
権
を
譲
渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
だ
け
で
、
第
三
者
の
も
と
で
生
じ
た
債
権
に
つ
い
て
は
、
基
本
的
に
譲
渡
の
効
力
が
及
ば
な
い
と
い
う
こ
と
、
第
三
者
が
漣
渡
人
の
契
約
上
の
地
位
を
承
継
し
た
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
譲
渡
の
効
力
を
当
該
第
三
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
明
ら
か
にする」ものであるとしているが（民法（債権法）改正検討委員会編・前掲書注（焔）二七九頁）、少なくともこの規定の文言からは、
前者の理解は帰結されない。
（鋼）国の国三当乏］畠←》乞哺．
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
三
号
一一○
（釦）すでに述べたように、ドイツ法においては、例外的に賃貸不動産の所有権の移転後も将来の賃料倒橘譲渡の有効性が承認されてい
るが、将来の賃料債権の処分は、賃貸不動産の所有権移転の月の賃料に関して、また、所有権がその月の一五日以降に移転する場合に
は
、
翌
月
の
賃
料
に
閲
す
る
限
り
で
有
効
で
あ
り
、
さ
ら
に
、
賃
貸
不
動
産
の
譲
受
人
が
賃
料
債
桶
の
譲
渡
を
知
っ
て
い
る
場
合
に
関
し
て
だ
け
、
賃
貸
不
動
産
の
譲
受
人
は
、
そ
れ
以
降
の
賃
料
債
権
の
処
分
に
も
拘
束
さ
れ
る
と
さ
れ
て
お
り
（
ド
イ
ツ
民
法
五
五
六
条
ｂ
、
旧
五
七
三
条
）
、
将
来
の
質
料
債
樒
の
譲
渡
に
つ
い
て
一
般
的
に
そ
の
有
効
性
が
認
め
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
（
皿
）
契
約
の
譲
渡
ｌ
あ
る
い
は
、
こ
れ
ま
で
の
議
論
に
お
い
て
は
、
賃
貸
不
動
産
の
所
有
権
の
譲
渡
Ｉ
の
有
効
性
を
形
式
的
に
承
認
し
て
お
い
て
、
別
な
場
所
で
問
題
を
処
理
す
る
と
い
う
や
り
方
は
誤
り
で
あ
る
。
た
と
え
ば
、
前
出
最
判
平
成
一
○
年
三
月
二
四
日
は
、
差
押
え
の
事
案
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
第
三
者
の
賃
貸
不
動
産
の
所
有
権
取
得
は
、
代
物
弁
済
に
よ
る
も
の
で
あ
る
（
そ
れ
に
つ
い
て
、
孝
橋
宏
「
時
の
判
例
」
『
ジ
ニ
リ
』
一
一
三
九
号
（
一
九
九
八
年）’八六頁を参照）。もちろん、賃料債権の差押えによって賃貸不動産の所有権の譲渡が妨げられるわけではない。しかしながら、
賃
料
債
権
が
差
し
押
さ
え
ら
れ
て
い
る
、
あ
る
い
は
、
賃
貸
不
動
産
の
麹
渡
人
が
差
押
え
を
受
け
る
よ
う
な
（
財
産
）
状
態
に
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
賃
貸
不動産の代物弁済がなされているという状況にかんがみるならば、事案の解決に当たって、まずもって代物弁済の有効性それ自体が問
題
と
さ
れ
る
べ
き
だ
っ
た
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
（犯）因○四ヱヨミ乞震・お鐸三○『『へ⑪呂巴宮旨、へ勺○羽の一の『・樺・色・Ｐ、．』］黒。
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